
（平成２５年７月３１日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認関東地方第三者委員会神奈川地方事務室分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 11 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 10 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 8 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 5 件



 

関東神奈川国民年金 事案 7085 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成８年１月から同年７月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成８年１月から同年７月まで 

 私は、平成８年１月に会社を退職後、厚生年金保険から国民年金への切

替手続を、国民健康保険の加入手続とともに市役所で行った。 

 私は、申立期間の国民年金保険料を、切替手続後に送られてきた納付書

によって、市役所で国民健康保険料と一緒に怠ることなく定期的に納付し

ていた記憶があるにもかかわらず、当該期間の国民年金保険料が未納とさ

れていることに納得できない。 

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成８年１月に会社を退職後、厚生年金保険から国民年金への

切替手続を行い、申立期間の国民年金保険料を、送られてきた納付書によっ

て、市役所で定期的に納付していたと主張しているところ、オンライン記録

によると、申立人の切替手続は、同年４月に、同手続による国民年金被保険

者資格取得の処理がなされていることが確認できることから、同資格取得処

理日時点において、当該期間の保険料を現年度納付することが可能である。 

 また、申立人は、申立期間を除き、国民年金保険料が未納となっている期

間は無く、厚生年金保険から国民年金への切替手続及び国民年金第３号被保

険者への種別変更手続を適切に行っているなど、年金制度に対する意識は高

かったものと認められるとともに、当該期間は７か月と短期間である。 

 その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 

  

  

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 8518 

 

第１ 委員会の結論 

   申立期間のうち、平成 18 年１月１日から 19 年４月１日までの期間につ

いて、申立人の標準報酬月額の記録を、別添の＜認められる標準報酬月額

＞に訂正することが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該期間の上記訂正後の標準報酬月額に

基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日  ： 昭和 52 年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 平成 18 年１月１日から 19 年４月１日まで 

           ② 平成 18 年７月 

           ③ 平成 18 年 12 月 

  申立期間においてＡ社に勤務していたが、申立期間①に同社から実際

に支給されていた報酬月額と厚生年金保険の標準報酬月額の記録とが相

違している。また、申立期間②及び③において賞与を支給されたが、当

該期間の厚生年金保険の賞与の記録が無い。調査の上、申立期間の厚生

年金保険の記録を訂正してほしい。 

  

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間①の標準報酬月額の相違について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき

標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が

行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額

及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であるこ

とから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとな

る。 

 したがって、申立人の申立期間①における標準報酬月額については、申

立人から提出された通常貯金預払状況調書の給与振込額及びＢ税務署から

提出された申立人に係る平成 18 年分及び 19 年分の報酬の支払調書により

  

  



                      

推認できる報酬月額又は厚生年金保険料控除額から、別添の＜認められる

標準報酬月額＞にすることが妥当である。 

  なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は不明としているが、前述の申立人から提出された通常貯

金預払状況調書において推認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う標

準報酬月額とオンライン記録の標準報酬月額が長期間にわたり一致してい

ないことから、事業主は、上記通常貯金預払状況調書及び支払調書におい

て推認できる報酬月額又は保険料控除額に見合う報酬月額を届け出ておら

ず、その結果、社会保険事務所（当時）は、当該報酬月額に見合う厚生年

金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

  一方、申立期間②及び③について、上記通常貯金預払状況調書に当該期

間に係る賞与が支給された記録は無い。 

  また、申立人は、申立期間②及び③における賞与支給明細書等の賞与の

支給及び厚生年金保険料の控除について確認できる資料を所持していない。 

  このほか、申立人の申立期間②及び③において、申立人が主張する標準

賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたこ

とを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

  これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間②及び③について、申立人が主張する標準賞与額に基づ

く厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことを認めるこ

とはできない。 

 

 

 

 

 

  



                      

別添 

＜認められる標準報酬月額＞ 

被保険者期間 標準報酬月額 

平成 18 年１月 28 万円 

平成 18 年２月 22 万円 

平成 18 年３月及び同年４月 24 万円 

平成 18 年５月及び同年６月 22 万円 

平成 18 年７月 28 万円 

平成 18 年８月 22 万円 

平成 18 年９月 28 万円 

平成 18 年 10 月 24 万円 

平成 18 年 11 月 22 万円 

平成 18 年 12 月及び 19 年１月 24 万円 

平成 19 年２月 20 万円 

平成 19 年３月 17 万円 

 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 8519 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたことが認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録

を 50 万円に訂正することが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 52 年生 

住 所 ：  

    

    

    

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 20 年 12 月 19 日 

 私の年金記録を確認したところ、Ａ社に勤務した期間のうち、申立期

間の賞与に係る記録が無い。 

 調査の上、厚生年金保険の記録を訂正してほしい。 

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社の破産管財人から提出された支給控除一覧表の記載内容から、申立

人は、申立期間において、賞与の支払を受け、厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められる。 

 また、申立人の申立期間における標準賞与額については、上記支給控除

一覧表により確認できる保険料控除額から、50 万円とすることが妥当で

ある。 

 なお、事業主が申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行し

たか否かについては、事業主から回答を得ることができないが、複数の同

僚が申立期間において、賞与の支給を受け、その賞与額に見合う厚生年金

保険料が控除されていることが確認できるにもかかわらず、申立期間にお

いて標準賞与額の記録が無いことに加え、Ａ社が加入していたＢ健康保険

組合の記録において申立人の申立期間に係る標準賞与額は確認できないこ

とから、事業主は、社会保険事務所（当時）に対して申立期間の標準賞与

額を届け出ておらず、その結果、社会保険事務所は、当該標準賞与額に見

合う保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

  

  

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 8520 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係

る記録を昭和 42 年９月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を３万

9,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 10 年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42 年７月 21 日から同年９月１日まで 

 夫は、Ａ社に勤務していたが、申立期間が厚生年金保険の被保険者期

間となっていないことが判明した。申立期間は、同社がＢ社を立ち上げ

たため、同社に移籍した頃である。調査の上、申立期間を厚生年金保険

の被保険者期間として認めてほしい。 

（注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社の元取締役及び同社からＢ社へ一緒に異動した複数の同僚の証言か

ら判断すると、申立人が申立てに係るグループ会社に継続して勤務し（昭

和 42 年９月１日にＡ社からＢ社へ異動）、申立期間に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 42 年６月の申立人の

Ａ社における社会保険事務所（当時）の記録から３万 9,000 円とすること

が妥当である。 

 なお、事業主が申立人に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行した

か否かについては、事業主は不明と回答しているが、厚生年金保険の記録

における申立人のＡ社の資格喪失日が雇用保険の記録における離職日の翌

日の昭和 42 年７月 21 日となっており、離職日は同じであることから公共

  

  

  



                      

職業安定所及び社会保険事務所の双方が誤って記録したとは考え難く、事

業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立

人に係る同年７月及び同年８月の保険料について納入の告知を行っておら

ず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべ

き保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、

申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 8521 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたと認められることから、申立人のＡ社における申立期間の標準賞与

額に係る記録を平成 15 年７月 31 日は 15 万円、16 年７月 30 日は 10 万円

同年 12 月 24 日、17 年７月 29 日及び同年 12 月 22 日は 15 万円に訂正す

ることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人の申立期間に係る標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

、

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 53 年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15 年７月 31 日 

          ② 平成 16 年７月 30 日 

          ③ 平成 16 年 12 月 24 日 

          ④ 平成 17 年７月 29 日 

          ⑤ 平成 17 年 12 月 22 日 

 申立期間について、賞与が支給され厚生年金保険料が控除されている

にもかかわらず、その届出が行われていないので、これらの記録を訂正

してほしい。 

   

   

   

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持する銀行口座の取引明細表により、申立期間において、事

業主から賞与の振込があったことが確認できる。 

  また、複数の同僚の賞与明細書及び給与所得の源泉徴収票により、当該

複数の同僚は、標準賞与額の記録が無いにもかかわらず、申立期間に係る

厚生年金保険料が控除されていたことが確認できる。 

  さらに、申立人と同様に申立期間に係る標準賞与額の記録が無い同僚が

年金記録確認Ｂ地方第三者委員会（当時）に対して訂正を求めた申立てに

ついて、同委員会がＡ社の元給与担当者に照会したところ、「従業員に支

給した賞与から厚生年金保険料を控除していたと思う。」と回答している。 

 

 

  



                      

   これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間の厚生年金保険料を

事業主により賞与から控除されていたと認められる。 

  また、申立期間の標準賞与額については、厚生年金保険の保険給付及び

保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標準賞与額を決定し、これ

に基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除して

いたと認められる保険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに基づく標準賞

与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額

を認定することとなる。 

  したがって、銀行口座の取引明細表により推認できる賞与支給額又は保

険料控除額から、平成 15 年７月 31 日は 15 万円、16 年７月 30 日は 10 万

円、同年 12 月 24 日、17 年７月 29 日及び同年 12 月 22 日は 15 万円とす

ることが妥当である。 

  なお、事業主が申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行したか

否かについては、事業主の所在が不明のため、照会できないものの、複数

の同僚について賞与が支給され、保険料が控除されていることが確認でき

るにもかかわらず、申立期間において標準賞与額の記録がある者が存在し

ないことから、事業主は当該賞与に係る賞与支払届を届け出ておらず、そ

の結果、社会保険事務所（当時）は、当該賞与額に見合う保険料について

納入の告知を行っておらず、事業主は当該保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。 

 

 

 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 8522 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係

る記録を昭和 57 年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 10 万

4,000 円とすることが必要である。 

  なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 34 年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 56 年８月 26 日から 57 年４月１日まで 

  私は、Ａ社Ｂ事務所で勤務していたが、会社の都合により、勝手にＣ

社の所属とされた。 

  勤務場所及び勤務内容に全く変化が無かったのに、Ａ社Ｂ事務所で継

続して勤務していた期間のうち、申立期間の厚生年金保険被保険者記録

が無いので、調査の上、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認

めてほしい。 

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ａ社及びＣ社の商業登記簿謄本の記載内容並びに申立期間におけるＡ社

の厚生年金保険被保険者記録のある申立人の上司の供述から、申立人は、

申立てに係るグループ会社に継続して勤務し（Ａ社からＣ社に転籍）、申

立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたこと

が認められる。 

 なお、Ｃ社は、昭和 57 年４月１日に厚生年金保険の適用事業所となっ

ていることから、申立人の被保険者資格は、本来、同日までＡ社において

引き続き有すべきものである。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和

56 年７月の社会保険事務所（当時）の記録から 10 万 4,000 円とすること

が妥当である。 

  

  

  



                      

   なお、事業主が申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行したか否かについては、事業主は不明としており、このほかにこれ

を確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断

せざるを得ない。 

  また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所

に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が無いことから、行ったとは認められない。 

 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 8523 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）におけ

る資格取得日に係る記録を昭和 48 年 10 月 27 日に訂正し、申立期間の標

準報酬月額を７万 2,000 円とすることが必要である。 

  なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48 年 10 月 27 日から同年 11 月１日まで 

 私は、昭和 48 年４月から 55 年３月まで、継続してＣグループに勤務

していた。申立期間について、厚生年金保険の被保険者期間として認め

てほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ社の人事記録から判断すると、申立人が申立てに係るグループ会社に

継続して勤務し（Ｄ社からＡ社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

 なお、異動日については、Ｄ社からＣグループ内のＡ社とは別の会社に

異動した複数の同僚の記録から、昭和 48 年 10 月 27 日とすることが妥当

である。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和

48 年 11 月の社会保険事務所（当時）の記録から、７万 2,000 円とするこ

とが妥当である。 

 なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、申立てに係るグループ会社の福利厚生部門を一括管理しているＥ

共済会は不明としているが、申立人のＡ社に係る厚生年金保険の被保険者

記録における資格取得日が、雇用保険の加入記録における資格取得日と同

日となっており、社会保険事務所及び公共職業安定所の双方が誤って同じ

  

  

  

  



                      

資格取得日を記録したとは考え難いことから、事業主が昭和 48 年 11 月１

日を資格取得日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る

同年 10 月の厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主

は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 8524 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることか

ら、申立人のＡ社における標準賞与額に係る記録を、平成 15 年８月 11 日

は 50 万円、同年 12 月 17 日は 56 万円、16 年８月 10 日は 40 万円、同年

12 月 15 日は 20 万円に訂正することが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

 住 所 ：  

   

   

   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15 年８月 11 日 

          ② 平成 15 年 12 月 17 日 

          ③ 平成 16 年８月 10 日 

          ④ 平成 16 年 12 月 15 日 

 Ａ社に勤務していた期間のうち、申立期間について、所持している賞

与支給明細書において、支給された賞与から厚生年金保険料を控除され

ているが、賞与に係る記録が無い。 

 調査の上、申立期間の厚生年金保険の標準賞与額の記録を訂正してほ

しい。 

   

   

   

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人が所持している賞与支給明細書から、申立人は、申立期間におい

て、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが確認できる。 

 また、申立期間に係る標準賞与額については、前記の賞与支給明細書に

おける厚生年金保険料控除額から、申立期間①は 50 万円、申立期間②は

56 万円、申立期間③は 40 万円、申立期間④は 20 万円とすることが妥当

である。 

 なお、事業主が申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

  

  

  



                      

を履行したか否かについては、事業主は、納付したと回答しているが、こ

れを確認できる資料を保管しておらず、確認することができない上、複数

の同僚が申立期間において賞与の支給を受け、その所持する賞与支給明細

書から厚生年金保険料の控除が確認できるにもかかわらず、申立期間にお

いて標準賞与額の記録がある者が存在しないことから、事業主は、社会保

険事務所（当時）に対して申立期間の標準賞与額を届け出ておらず、その

結果、社会保険事務所は、当該標準賞与額に見合う保険料について、納入

の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 8525 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）におけ

る資格取得日に係る記録を昭和 48 年 10 月 27 日に訂正し、申立期間の標

準報酬月額を８万円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48 年 10 月 27 日から同年 11 月１日まで 

 私は、昭和 48 年４月から平成６年 12 月まで、継続してＣグループに

勤務していた。申立期間について、厚生年金保険の被保険者期間として

認めてほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ社の人事記録から判断すると、申立人が申立てに係るグループ会社に

継続して勤務し（Ｄ社からＡ社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

 なお、異動日については、Ｄ社からＣグループ内のＡ社とは別の会社に

異動した複数の同僚の記録から、昭和 48 年 10 月 27 日とすることが妥当

である。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和

48 年 11 月の社会保険事務所（当時）の記録から、８万円とすることが妥

当である。 

 なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、申立てに係るグループ会社の福利厚生部門を一括管理しているＥ

共済会は不明としているが、申立人のＡ社に係る厚生年金保険の被保険者

記録における資格取得日が、雇用保険の加入記録における資格取得日と同

日となっており、社会保険事務所及び公共職業安定所の双方が誤って同じ

  

  

  

  



                      

資格取得日を記録したとは考え難いことから、事業主が昭和 48 年 11 月１

日を資格取得日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る

同年 10 月の厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主

は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 8526 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）におけ

る厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る記録を昭和 41 年 11 月１日に

訂正し、申立期間の標準報酬月額を３万円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和７年生 

 住 所 ：  

   

   

   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41 年 10 月 30 日から同年 11 月１日まで 

 私は、昭和 41 年８月１日にＡ社に入社し、63 年にＢ社を退職するま

で継続して勤務していたにもかかわらず、申立期間が厚生年金保険の被

保険者期間となっていない。調査の上、申立期間を被保険者期間として

認めてほしい。 

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ社が保管する勤務記録カード及び同社の回答から、申立人は、申立て

に係る事業所に継続して勤務し（昭和 41 年 11 月１日に、Ａ社からＣ社

（現在は、Ｂ社）に転籍）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことが認められる。 

 また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社に係る昭和

41 年９月の社会保険事務所（当時）の記録から、３万円とすることが妥

当である。 

 一方、オンライン記録によれば、Ａ社は、当初、昭和 41 年 10 月 30 日

（現在は、昭和 41 年 11 月１日となっている。）に厚生年金保険の適用事

業所ではなくなっており、申立期間は適用事業所とはなっていない。しか

し、Ｂ社は、「Ａ社の解散時に雇用していた職員については、全員をＣ社

の職員として引き続き雇用した。」と回答しているところ、オンライン記

録から、同年 10 月 30 日にＡ社において厚生年金保険の被保険者資格を喪

  

  

  



                      

失した 41 人全員がＣ社の厚生年金保険の新規適用日である同年 11 月１日

に同社において被保険者資格を取得していることが確認できることから、

Ａ社は、申立期間において、当時の厚生年金保険法に定める適用事業所の

要件を満たしていたものと判断される。 

 なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は、申立人の申立期間において厚生年金保険の適用事業所

でありながら、社会保険事務所に対して適用事業所に該当しなくなった旨

の届出を行ったことが認められることから、申立人の申立期間に係る厚生

年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

  

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 8527 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における厚生年金保険被保険者資格の喪

失日は、昭和 41 年 11 月１日と認められることから、申立期間の資格喪失

日に係る記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13 年生 

住 所 ：  

    

    

    

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41 年 10 月 30 日から同年 11 月１日まで 

  夫は、昭和 41 年 10 月１日にＡ社に入社し、平成 10 年にＢ社を退職

するまで継続して勤務していたにもかかわらず、申立期間が厚生年金保

険の被保険者期間となっていない。調査の上、申立期間を被保険者期間

として認めてほしい。 

 （注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ社が保管する勤務記録カード及び同社の回答から、申立人は、申立て

に係る事業所に継続して勤務（昭和 41 年 11 月１日に、Ａ社からＣ社（現

在は、Ｂ社）に転籍）していたことが認められる。 

  これらを総合的に判断すると、申立人のＡ社における資格喪失日は昭和

41 年 11 月１日であると認められる。 

  一方、オンライン記録によれば、Ａ社は、当初、昭和 41 年 10 月 30 日

（現在は、昭和 41 年 11 月１日となっている。）に厚生年金保険の適用事

業所ではなくなっており、申立期間は適用事業所とはなっていない。しか

し、Ｂ社は、「Ａ社の解散時に雇用していた職員については、全員をＣ社

の職員として引き続き雇用した。」と回答しているところ、オンライン記

録から、同年 10 月 30 日にＡ社において厚生年金保険の被保険者資格を喪

失した 41 人全員がＣ社の厚生年金保険の新規適用日である同年 11 月１日

に同社において被保険者資格を取得していることが確認できることから、

Ａ社は、申立期間において、当時の厚生年金保険法に定める適用事業所の

要件を満たしていたものと判断される。 

 

 

  



 

関東神奈川国民年金 事案 7086（事案 5742 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 51 年 12 月から 55 年２月までの期間及び同年４月から 60 年

３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 31年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 51年 12月から 55 年２月まで 

            ② 昭和 55年４月から 60年３月まで 

   私は 20 歳になった昭和 51 年＊月頃、父親と一緒に、当時住んでいた区
お ぼ

の区役所の分庁舎に出向き、国民年金の加入手続を行ったことを 憶 えて

いる。私は、申立期間①当時は専門学校生であり、申立期間②当時は、55

年４月から 56 年３月末までは受験生で、同年４月から 60 年３月までは二

部の大学生であった。申立期間①及び②の国民年金保険料については、父
お ぼ

親が、毎月又は半年ごとに、同分庁舎で納付してくれていたことを 憶 え

ており、保険料は月額で 1,000 円から 1,500 円までの金額だったと思う。

私も保険料を納付したような気がする。私の父親は、誠実な人物であり、

当時定期的な収入があったため、私の保険料を、確実に納付してくれてい

たはずである。 

   申立期間の国民年金保険料が未納とされていることに納得できない。 

   今回、20 歳になった直後に発行された、新たな年金手帳が見付かったた

め、再申立てを行う。 

 

 

 

 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 51 年＊月頃、その父親と一緒に国民年金の加入手続を行っ

たと述べているが、ⅰ）申立人の国民年金手帳記号番号の前後の番号が付与

された任意加入被保険者の被保険者資格取得日から、申立人の加入手続は、

60 年３月頃に行われたと推認され、申立内容と一致しないこと、ⅱ）申立人

は、申立期間の始期から申立人の国民年金手帳記号番号の払い出された時期

までを通じて同一区内に居住しており、別の手帳記号番号が払い出されてい

  



 

るとは考えにくく、その形跡も見当たらないこと等から、申立人が当該期間

の保険料を納付していたものと認めることはできないとして、既に年金記録

確認Ａ地方第三者委員会（当時）の決定に基づき、平成 23 年６月 29 日付け

で年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

  今回の再申立てにおいて、申立人は、新たな年金手帳を提出し、申立人が、

20 歳（昭和 51 年＊月）になった直後に発行された手帳であると述べている

が、申立人の加入手続時期は、申立人の国民年金手帳記号番号の前後の番号

が付与された任意加入被保険者の被保険者資格取得日から、60 年３月頃と推

認されることから、当該手帳は、その際に発行された手帳であると考えられ

る上、その記載内容等からは、申立人が、申立期間の国民年金保険料を納付

していたことをうかがえるようなものは認められない。 

  そのほかに、年金記録確認Ａ地方第三者委員会の当初の決定を変更すべき

新たな事情も見当たらないことから、申立人は、申立期間の国民年金保険料

を納付していたものと認めることはできない。 

 

 

  



 

関東神奈川国民年金 事案 7087 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 59 年３月から 62 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59年３月から 62年３月まで 
お ぼ

  私の国民年金の加入手続を誰が行ったかはっきり 憶 えていないが、国

民年金保険料については、私が会社を退職した昭和 59 年３月から保険料の

半額近くを私の母親に渡し、残金を母親が負担し、母親が自宅に来ていた

集金人に納付してくれていた。その集金人に納付していた保険料月額は、

当初、月額７千数百円ぐらいであったが、その後、月額 8,000 円ぐらいに

なり、その頃、保険料の納付方法を集金から銀行振込みに変更した。 

  私は、母親が存命中は国民年金保険料の免除の申請を行った記憶は全く

無く、私よりも諸手続について疎かった母親も、当該免除申請手続は行っ

ていなかったはずである。 

  私は、母親が集金人に私の申立期間の国民年金保険料を納付していたに

もかかわらず、申立期間のうち、昭和 59 年３月から同年 12 月までの保険

料が未納、60 年１月から 62 年３月までの期間が保険料の免除期間となっ

ていることに納得できない。 

  

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

  
お ぼ

 申立人は、国民年金の加入手続について 憶 えておらず、申立人の保険料

の半額を負担し、集金人に納付していたとするその母親も既に他界しており、

証言を得ることができないことから、申立人の国民年金の加入状況及び保険

料の納付状況が不明である。 

 また、申立人は、申立期間のうち、国民年金保険料が未納となっている昭

和 59 年３月から同年 12 月までの保険料月額について、７千数百円ぐらいで

あったと述べているが、当該期間の保険料月額は、5,830 円ないし 6,220 円

であることから、金額が相違している。 

  

  



 

   さらに、申立人は、申立期間のうち、昭和 60 年１月から 62 年３月までの

期間に係る国民年金保険料の免除の申請手続を申立人自身はもとより、その

母親も行っていないと述べているが、申立人のオンライン記録によると、申

立期間のうち、60 年１月から同年３月までの申請免除期間に係る追納申込が

平成５年４月 16 日に行われていることが確認できることから、当該期間は、

保険料の免除に係る申請手続は行っていなかったとする申立人の主張は不自

然である。 

  加えて、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）が無く、ほかに当該期間の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

  これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

 

  



 

関東神奈川国民年金 事案 7088 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成９年 10 月から 10 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

  基礎年金番号 ：  

  生 年 月 日 ： 昭和 46年生 

  住    所 ：  

  

  

  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年 10月から 10年３月まで 

  私は、平成９年に会社を退職した後に、国民年金の加入手続を行ったが、

当該手続の時期及び場所についての記憶は定かではない。その際に、年金

手帳が発行された記憶は無いが、現在は、オレンジ色の年金手帳を所持し

ている。 

  申立期間の国民年金保険料は、平成９年に退職した１、２年後に、送付

されてきた納付書により遡ってまとめて納付したが、納付場所及び納付し
お ぼ

た保険料額については、憶 えていない。 

  申立期間は、失業給付金を受給中であり、第３号被保険者資格を取得す

ることができなかったため、国民年金保険料を遡ってまとめて納付したに

もかかわらず、当該期間の保険料が未納とされていることに納得がいかな

い。 

  

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成９年に会社を退職した１、２年後に、申立期間の国民年金

保険料を送付されてきた納付書により遡ってまとめて納付したと述べている

が、申立期間後の第３号被保険者資格の取得手続や、申立期間の保険料の納

付時期及び保険料額の記憶が明確でないことから、申立期間当時の国民年金

の加入手続の状況及び保険料の納付状況が不明である。 

 さらに、申立期間は、基礎年金番号が導入された平成９年１月以降の期間

であり、基礎年金番号に基づき、国民年金保険料の収納事務の電算化が図ら

れていた状況下であることから、申立期間の記録管理に誤りがあったとは考

えにくい。 

 さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことを示す関

  

  

  



 

連資料(家計簿、確定申告書等)が無く、ほかに当該期間の保険料を納付して

いたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

 これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 

  

 

 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 8528（事案 1444 及び 3974 の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間①から⑨まで及び⑪から⑲までについて、厚生年金

保険被保険者として厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たと認めることはできない。 

 申立人は、申立期間⑩について、その主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることは

できない。 

  

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日  ： 昭和 10 年生 

 住 所 ：  

   

   

   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： ① 昭和 32 年４月から 33 年６月まで 

           ② 昭和 33 年７月から 35 年 10 月まで 

           ③ 昭和 35 年 10 月から 36 年９月まで 

           ④ 昭和 38 年２月 22 日から同年 10 月まで 

           ⑤ 昭和 38 年 10 月から 39 年７月１日まで 

           ⑥ 昭和 40 年７月 30 日から 41 年 11 月まで 

           ⑦ 昭和 42 年３月から 43 年７月まで 

           ⑧ 昭和 43 年７月から 45 年８月まで 

           ⑨ 昭和 45 年８月から 46 年８月１日まで 

           ⑩ 昭和 46 年８月１日から 47 年 12 月 26 日まで 

           ⑪ 昭和 48 年１月から同年８月１日まで 

           ⑫ 昭和 49 年３月から 53 年７月まで 

           ⑬ 昭和 53 年７月から同年 12 月まで 

           ⑭ 昭和 53 年 12 月から 54 年２月 17 日まで 

           ⑮ 昭和 55 年２月 26 日から 56 年４月まで 

           ⑯ 昭和 59 年３月 11 日から 60 年４月まで 

           ⑰ 昭和 60 年４月から 61 年６月まで 

           ⑱ 昭和 61 年７月から 62 年７月まで 

           ⑲ 昭和 62 年７月から平成２年３月８日まで 

  初回申立てで一部期間の遡及訂正が判明し記録が訂正されたが、それ

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



                      

以外は認められなかった。 

 今回、関係する新聞広告及び商業登記簿謄本等の資料を提出するので、

申立期間の被保険者記録を訂正してほしい。 

 申立期間①のＡ社、申立期間②のＢ社及び申立期間③のＣ社について

は、勤務していた期間について厚生年金保険の記録が無い。 

 申立期間④のＤ社では、資格喪失日以後も勤務していた。 

 申立期間⑤のＥ社では、資格取得日以前も勤務していた。 

 申立期間⑥のＦ社、申立期間⑦のＧ社及び申立期間⑧のＨ社について

は、勤務していた期間について厚生年金保険の記録が無い。 

 申立期間⑨のＩ社では、資格取得日以前も勤務していた。 

 申立期間⑩のＩ社では、当該期間の厚生年金保険の標準報酬月額が、

給与より著しく低い金額になっている。 

 申立期間⑪のＪ社では、資格取得日以前も勤務していた。 

 申立期間⑫のＫ社、申立期間⑬のＬ社及び申立期間⑭のＭ社について

は、勤務していた期間について厚生年金保険の記録が無い。 

 申立期間⑮のＮ社及び申立期間⑯のＯ社では、資格喪失日以後も勤務

していた。 

 申立期間⑰のＰ社、申立期間⑱のＱ社及び申立期間⑲のＲ社について

は、勤務していた期間について厚生年金保険の記録が無い。 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立期間①について、当該期間に係る申立てについては、申立人が記

憶する複数の同僚がＡ社において被保険者となっていることから、期間

は特定できないものの申立人が同社に勤務していたことは推認できるが、

同社は当該期間において厚生年金保険の適用事業所となっていないこと、

及び複数の同僚から同社が適用事業所となる前の期間における保険料の

控除をうかがわせる供述を得ることができなかったことなどから既に年

金記録確認Ｓ地方第三者委員会（当時）の決定に基づく平成 21 年 10 月

29 日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

   今回、申立人は新たな資料として新聞の求人広告を提出しているが、

当該新聞の発行日は当該期間より後であることに加え、商業登記簿謄本

によりＡ社の設立は当該期間より後であることが確認できることから、

これらの資料では申立人の当該期間における勤務実態及び保険料の控除

を確認することができない。 

   また、申立人は新たに、Ａ社の前身はＴ社であったとも述べているが、

同社は当該期間において厚生年金保険の適用事業所となっておらず、同

社が適用事業所となった日に厚生年金保険の被保険者資格を取得した複

数の同僚は申立人を記憶しておらず、適用事業所となる前である当該期

 

 

  



                      

間における保険料の控除をうかがわせる供述を得ることができなかった。 

 これらは年金記録確認Ｓ地方第三者委員会の当初の決定を変更すべき

新たな事情とは認められず、そのほかに同委員会の当初の決定を変更す

べき新たな事情は見当たらないことから、申立人が当該期間に係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることは

できない。 

   

 

  ２ 申立期間②について、当該期間に係る申立てについては、申立人がＢ

社の事業主の氏名を記憶していることから、期間は特定できないものの、

申立人が同社に勤務していたことは推認できるが、申立人は歩合給があ

ったと述べているところ、経理担当の役員が歩合給のある社員は社会保

険には加入させていなかった旨供述している上、申立人と同職種の複数

の同僚も厚生年金保険の被保険者となっていないとして、既に年金記録

確認Ｓ地方第三者委員会の決定に基づく平成 22 年９月 21 日付け年金記

録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

  今回、申立人は新たな資料としてＢ社の商業登記簿謄本及び新聞の広

告を提出しているが、新聞の広告については当該期間より後の日付であ

る上、これらの資料では申立人の当該期間における勤務実態及び保険料

の控除を確認することができない。 

  また、申立人は、Ｕ県のＢ社に勤務したと述べているが、同社の経理

担当者は、「同社のＵ県進出は当該期間より後である。」と述べている

上、同僚の一人は、「当時、Ｕ県に支店は無かった。」と述べている。 

  これらは年金記録確認Ｓ地方第三者委員会の当初の決定を変更すべき

新たな事情とは認められず、そのほかに同委員会の当初の決定を変更す

べき新たな事情は見当たらないことから、申立人が当該期間に係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることは

できない。 

 

 ３ 申立期間③について、当該期間のうち昭和 36 年１月から同年９月ま

での期間に係る申立てについては、Ｃ社が当該期間において厚生年金保

険の適用事業所となっていないこと、及び複数の同僚が適用事業所にな

る前には厚生年金保険料の控除は無かった旨供述していることなどから

既に年金記録確認Ｓ地方第三者委員会の決定に基づく平成 21 年 10 月

29 日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

   今回、申立人は申立ての期間を延長し、期間の始期を昭和 35 年 10 月

とした上で、新たな資料を提出することなく、Ｃ社において厚生年金保

険に加入していたはずであると主張するが、これは年金記録確認Ｓ地方

第三者委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情とは認められず、そ

  

  

  

 

 

  



                      

のほかに同委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらない

ことから、申立人が当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを認めることはできない。 

 

  ４ 申立期間④について、当初、申立人は、昭和 38 年２月 22 日から 39

年１月までの期間について申し立てており、申立人の資格喪失日がＤ社

の人事記録上の退職日と一致していること、及び複数の同僚からも申立

人の当該期間に係る勤務実態をうかがえる供述が得られなかったことな

どから既に年金記録確認Ｓ地方第三者委員会の決定に基づく平成 21 年

10 月 29 日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

   今回、申立人は、申立ての期間を短縮し、期間の終期を昭和 38 年 10

月として、係長であったとする者の氏名を新たに挙げているが、当該者

は、「申立人のことを記憶していない。私は係長ではなかった。」と述

べており、これらは年金記録確認Ｓ地方第三者委員会の当初の決定を変

更すべき新たな事情とは認められず、そのほかに同委員会の当初の決定

を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人が当該期間に

係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認め

ることはできない。 

 

 

  ５ 申立期間⑤について、当該期間のうち、昭和 38 年 10 月から 39 年１

月までの期間に係る申立てについては、Ｄ社において、上記のとおり、

既に年金記録確認Ｓ地方第三者委員会の決定に基づく平成 21 年 10 月

29 日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

    今回、申立人は当該期間においては、申立てに係る事業所をＥ社に変

更した上で、同社における資格取得日の相違を申し立て、新たな資料と

して、新聞の求人広告を提出しているが、当該新聞の発行日は、当該期

間より後である上、この資料では申立人の当該期間における勤務実態及

び保険料の控除を確認することができない。 

    また、申立人と同期入社であったとする同僚の厚生年金保険被保険者

資格の取得日は、申立人と同日の昭和 39 年７月１日である上、申立人

が先輩又は同期として記憶している複数の同僚についても、申立人と同

日に被保険者資格を取得していることが確認できる。 

    さらに、申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳記号番号払出簿及び

Ｅ社に係る事業所被保険者名簿における申立人の資格取得日は、オンラ

イン記録と一致している。 

    これらは年金記録確認Ｓ地方第三者委員会の当初の決定を変更すべき

新たな事情とは認められず、そのほかに同委員会の当初の決定を変更す

べき新たな事情は見当たらないことから、申立人が当該期間に係る厚生

  



                      

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることは

できない。 

 

  ６ 申立期間⑥に係る申立てについては、当該期間のうち昭和 40 年７月

30 日から同年 11 月までの期間はＥ社における資格喪失日の相違につい

て、当該期間のうち同年 11 月から 41 年 11 月までの期間はＦ社におけ

る勤務期間の全てが被保険者期間となっていないとして申し立てていた

が、Ｅ社については申立人の資格喪失日の翌日に厚生年金保険の適用事

業所でなくなっており、ほとんどの被保険者が申立人の資格喪失日以前

に被保険者資格を喪失している上、複数の同僚からも申立人の当該期間

に係る勤務実態をうかがえる供述が得られなかったとして、Ｆ社につい

ては複数の者が入社後一定期間経過後に資格取得していた旨を述べてお

り、申立人の当該期間に係る勤務実態をうかがえる供述が得られなかっ

たとして、既に年金記録確認Ｓ地方第三者委員会の決定に基づく平成

21 年 10 月 29 日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われ

ている。 

  今回、申立人は、当該期間はＦ社のみに勤務していたとして、同社の

商業登記簿謄本及び新聞の求人広告を提出しているが、これら資料では

申立人の当該期間における勤務実態及び保険料の控除を確認することが

できない。 

  これらは年金記録確認Ｓ地方第三者委員会の当初の決定を変更すべき

新たな事情とは認められず、そのほかに同委員会の当初の決定を変更す

べき新たな事情は見当たらないことから、申立人が当該期間に係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることは

できない。 

  

  

 

  ７ 申立期間⑦に係る申立てについては、当該期間のうち昭和 42 年３月

３日から同年 10 月までの期間はＶ社における資格喪失日の相違につい

て、当該期間のうち同年 10 月から 43 年５月までの期間及び当該期間の

うち同年５月から同年７月までの期間は、それぞれＷ社及びＨ社におけ

る勤務期間の全てが被保険者期間となっていないとして申し立てていた

が、Ｖ社については複数の同僚からも申立人の当該期間に係る勤務実態

をうかがえる供述が得られなかったこと、Ｗ社については厚生年金保険

の適用事業所となっておらず、商業登記の記録も確認できない上、申立

人の記憶する同僚についても連絡先が不明であること、Ｈ社については

申立人が同社の事業主の氏名を記憶していることから、期間は特定でき

ないものの、申立人が同社に勤務していたことは推認できるが、同社は

厚生年金保険の適用事業所となっていないことなどから既に年金記録確

  



                      

認Ｓ地方第三者委員会の決定に基づく平成 21 年 10 月 29 日付け年金記

録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

 今回、申立人は、当該期間はＧ社のみに勤務していたとして、新聞の

求人広告を提出しているが、この資料では申立人の当該期間における勤

務実態及び保険料の控除を確認することができない。 

 また、Ｇ社は当該期間において厚生年金保険の適用事業所となってい

ない。 

 これらは年金記録確認Ｓ地方第三者委員会の当初の決定を変更すべき

新たな事情とは認められず、そのほかに同委員会の当初の決定を変更す

べき新たな事情は見当たらないことから、申立人が当該期間に係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることは

できない。 

   

   

   

 

  ８ 申立期間⑧に係る申立てについては、当該期間のうち昭和 43 年７月

から 45 年２月までの期間及び当該期間のうち同年２月から同年８月ま

での期間は、それぞれＨ社及びＬ社における勤務期間の全てが被保険者

期間となっていないとして申し立てていたが、Ｈ社については申立人が

同社の事業主の氏名を記憶していることから、期間は特定できないもの

の、申立人が同社に勤務していたことは推認できるが、同社は厚生年金

保険の適用事業所となっていないこと、Ｌ社については申立人の記憶か

ら、申立人が同社に勤務していたことは推認できるものの、申立人が同

僚であったとする複数の者が同社において被保険者となっていないこと、

及び当時の副社長が一定期間経過後に社会保険に加入させていた旨供述

していることなどから既に年金記録確認Ｓ地方第三者委員会の決定に基

づく平成 21 年 10 月 29 日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知

が行われている。 

   今回、申立人は、当該期間はＨ社のみに勤務していたとして、同社の

商業登記簿謄本及び新聞の広告を提出しているが、これらの資料では申

立人の当該期間における勤務実態及び保険料の控除を確認することがで

きない。 

   これらは年金記録確認Ｓ地方第三者委員会の当初の決定を変更すべき

新たな事情とは認められず、そのほかに同委員会の当初の決定を変更す

べき新たな事情は見当たらないことから、申立人が当該期間に係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることは

できない。 

 

 

 

  ９ 申立期間⑨に係る申立てについては、Ｉ社が当該期間において厚生年

金保険の適用事業所となっていないこと、及び同社の事業主が「厚生年

  



                      

金保険の適用事業所になる前から厚生年金保険料を給与から控除するこ

とはあり得ない。」と証言していることなどから既に年金記録確認Ｓ地

方第三者委員会の決定に基づく平成 21 年 10 月 29 日付け年金記録の訂

正は必要でないとする通知が行われている。 

 今回、申立人は、Ｉ社の商業登記簿謄本及び同社の広告チラシを提出

しているが、商業登記簿謄本から同社の設立は当該期間より後であるこ

とが確認できる上、これらの資料では申立人の当該期間における勤務実

態及び保険料の控除を確認することができない。 

 また、同僚は、「申立人は、私が入社した昭和 46 年９月より１か月

先輩である。１年ぐらい勤務した。」と述べており、オンライン記録で

確認できる申立人のＩ社の記録と一致する。 

 これらは年金記録確認Ｓ地方第三者委員会の当初の決定を変更すべき

新たな事情とは認められず、そのほかに同委員会の当初の決定を変更

すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人が当該期間に係る厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めること

はできない。 

   

   

   

 

  10 申立期間⑩に係る申立てについては、Ｉ社の事業主が固定給だけで届

出していた旨回答していること、及び申立人は給与明細書を所持してい

ないことなどから既に年金記録確認Ｓ地方第三者委員会の決定に基づく

平成 21 年 10 月 29 日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行

われている。 

  今回、申立人は、当該期間の厚生年金保険の標準報酬月額が給与より

著しく低い金額になっていると主張するのみであり、これは年金記録確

認Ｓ地方第三者委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情とは認めら

れず、そのほかに同委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当

たらないことから、申立人は、当該期間について、その主張する標準報

酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

と認めることはできない。 

  

 

  11 申立期間⑪について、当該期間のうち昭和 48 年３月から同年８月１

日までの期間に係る申立てについては、複数の同僚が申立人を記憶して

いないこと、及び管理職であった者がＪ社では採用後すぐには社会保険

に加入させていなかった旨供述していることなどから既に年金記録確認

Ｓ地方第三者委員会の決定に基づく平成 21 年 10 月 29 日付け年金記録

の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

  今回、申立人は、当該期間を延長し、期間の始期を昭和 48 年１月と

して、Ｊ社の商業登記簿謄本を提出しているが、この資料では申立人の

  

  



                      

当該期間における勤務実態及び保険料の控除を確認することができない。

  また、事業所名は不明だが、Ｊ社に係る厚生年金保険被保険者期間と

一致する申立人の雇用保険の被保険者記録が確認できる上、複数の同僚

の雇用保険の記録も同社に係る厚生年金保険被保険者期間とほぼ一致し

ている。 

  さらに、申立人が記憶している同僚３人はＪ社において被保険者記録

が確認できない。 

  これらは年金記録確認Ｓ地方第三者委員会の当初の決定を変更すべき

新たな事情とは認められず、そのほかに同委員会の当初の決定を変更す

べき新たな事情は見当たらないことから、申立人が当該期間に係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることは

できない。 

 

  

  

  

 

  12 申立期間⑫について、当該期間のうち昭和 49 年３月から 52 年７月ま

での期間に係る申立てについては、申立人がＫ社の事業主の姓を記憶し

ていることから、期間は特定できないものの、申立人が同社に勤務して

いたことは推認できるが、同社が厚生年金保険の適用事業所になってい

ないこと、同社の代表取締役が既に死亡していること、及びその妻が夫

婦とも国民健康保険に加入していた旨供述していることなどから既に年

金記録確認Ｓ地方第三者委員会の決定に基づく平成 21 年 10 月 29 日付

け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

  今回、申立人は、申立ての期間を延長し、期間の終期を昭和 53 年７

月として、Ｋ社の商業登記簿謄本、広告のチラシ及び顧客名簿を提出し

ているが、これらの資料では申立人の当該期間における勤務実態及び保

険料の控除を確認することができない。 

  また、申立人は申立期間⑫のうちの一部期間に係る複数の国民健康保

険税の領収書を提出している。 

  これらは年金記録確認Ｓ地方第三者委員会の当初の決定を変更すべき

新たな事情とは認められず、そのほかに同委員会の当初の決定を変更す

べき新たな事情は見当たらないことから、申立人は、当該期間について、

その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたと認めることはできない。 

  

  

  

 

  13 申立期間⑬について、当該期間のうち昭和 53 年９月から同年 12 月ま

での期間については、Ｍ社における勤務期間の全てが被保険者期間とな

っていないとして申し立てていたが、雇用保険の記録から、申立人が当

該期間に同社に勤務していたことは認められるものの、申立人の所持す

る 54 年１月分の給与明細書で厚生年金保険料の控除が無いことなどか

  



                      

ら既に年金記録確認Ｓ地方第三者委員会の決定に基づく平成 21 年 10 月

29 日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

  今回、申立人は、当該期間の始期を昭和 53 年７月、終期を同年 12 月

とし、申立てに係る事業所をＬ社に変更した上で、同社の商業登記簿謄

本を提出しているが、この資料では申立人の当該期間における勤務実態

及び保険料の控除を確認することができない。 

  また、申立人が共に勤務していたと述べている同僚は、当該期間にお

いてはＬ社において被保険者となっておらず、当該期間のうちの一部期

間において、他社における厚生年金保険被保険者となっていることが確

認できる。 

  これらは年金記録確認Ｓ地方第三者委員会の当初の決定を変更すべき

新たな事情とは認められず、そのほかに同委員会の当初の決定を変更す

べき新たな事情は見当たらないことから、申立人が当該期間に係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることは

できない。 

  

  

  

 

  14 申立期間⑭について、当該期間のうち昭和 53 年 12 月から 54 年１月

までの期間に係る申立てについては、雇用保険の記録から、申立人が当

該期間にＭ社に勤務していたことは認められるものの、申立人の所持す

る同年１月分の給与明細書で厚生年金保険料の控除が無いことなどから

既に年金記録確認Ｓ地方第三者委員会の決定に基づく平成 21 年 10 月

29 日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

    今回、申立人は申立ての期間を短縮し、期間の始期を昭和 53 年 12 月、

終期を 54 年２月 17 日としているが、Ｍ社において厚生年金保険に加入

していたはずであると主張するのみであり、これは年金記録確認Ｓ地方

第三者委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情とは認められず、そ

のほかに同委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらない

ことから、申立人が当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを認めることはできない。 

 

  15 申立期間⑮について、当該期間のうち昭和 55 年２月 26 日から同年７

月までの期間に係る申立てについては、同僚が申立人のＮ社での勤務期

間は６か月間ぐらいではないかと証言していること、当該期間のうちの

一部期間が国民年金の申請免除期間になっていること、及び雇用保険の

記録とオンライン記録が一致していることなどから既に年金記録確認Ｓ

地方第三者委員会の決定に基づく平成 21 年 10 月 29 日付け年金記録の

訂正は必要でないとする通知が行われている。 

   今回、申立人は、申立ての期間を延長し、期間の終期を昭和 56 年４ 

  



                      

月として、Ｎ社の商業登記簿謄本、55 年及び 56 年の給与支払報告書及

び 54 年分報酬、料金、契約金及び賞金の支払調書を提出しているが、

これらの資料では申立人の当該期間における勤務実態及び保険料の控除

を確認することができず、そのほかに年金記録確認Ｓ地方第三者委員会

の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人

が当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことを認めることはできない。 

 

  16 申立期間⑯について、当該期間のうち昭和 59 年５月から同年 12 月ま

での期間に係る申立てについてはＰ社における勤務期間の全てが被保険

者期間となっていないとして、当該期間のうち 59 年 12 月から 60 年４

月までの期間に係る申立てについては、Ｑ社における勤務期間の全てが

被保険者期間となっていないとして申し立てていたが、Ｐ社については、

申立人が同社の事業主の姓を記憶していることから、期間は特定できな

いものの、申立人が同社に勤務していたことは推認できるが、同社が当

該期間において厚生年金保険の適用事業所となっていないこと、Ｑ社に

ついては、同僚の供述により申立人が同社に勤務していたことは認めら

れるものの、複数の者が社会保険に加入していない社員がいた旨供述し

ていること、及び申立人の同社に係る当該期間の雇用保険の記録が確認

できないことなどから既に年金記録確認Ｓ地方第三者委員会の決定に基

づく平成 21 年 10 月 29 日付け及び 22 年９月 21 日付け年金記録の訂正

は必要でないとする通知が行われている。 

  今回、申立人は、申立ての期間の始期を早めて昭和 59 年３月 11 日と

するとともに、申立てに係る事業所を、厚生年金保険の被保険者期間が

57 年 11 月１日から 59 年３月 11 日まで確認できるＯ社に変更した上で、

同社の商業登記簿謄本及び新聞広告を提出しているが、これらの資料で

は申立人の当該期間における勤務実態及び保険料の控除を確認すること

ができない。 

  また、Ｏ社は、昭和 59 年３月 15 日から 60 年４月までの期間におい

ては厚生年金保険の適用事業所となっていないことが確認できる。 

  さらに、申立人を記憶している同僚の一人は、「申立人は昭和 59 年

３月、私は同年５月に会社が倒産したため退職した。」と述べており、

申立人が自身より後に退職したと記憶している同僚二人は、申立人の被

保険者資格喪失日より前に被保険者資格を喪失している。 

  加えて、申立人は、当該期間にＸ市において国民健康保険に加入して

いることが確認できる。 

  これらは年金記録確認Ｓ地方第三者委員会の当初の決定を変更すべき

新たな事情とは認められず、そのほかに同委員会の当初の決定を変更す

  

  

  

  

  

  



                      

べき新たな事情は見当たらないことから、申立人が当該期間に係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることは

できない。 

 

  17 申立期間⑰について、当該期間のうち昭和 60 年４月から 61 年２月ま

での期間に係る申立てについては、同僚の供述により申立人がＱ社に勤

務していたことは認められるものの、複数の者が社会保険に加入してい

ない社員がいた旨供述していること、及び申立人の同社に係る当該期間

の雇用保険の記録が確認できないことなどから既に年金記録確認Ｓ地方

第三者委員会の決定に基づく平成 21 年 10 月 29 日付け年金記録の訂正

は必要でないとする通知が行われている。 

   今回、申立人は申立ての期間の始期を昭和 60 年４月、終期を 61 年６

月とし、当該期間はＰ社に勤務し厚生年金保険に加入していたと主張し

ている。 

   しかしながら、申立人が記憶している同僚二人は、住所不明で照会で

きない上、Ｘ市の回答により、申立人は、当該期間に国民健康保険に加

入していることが確認できる。 

   これらは年金記録確認Ｓ地方第三者委員会の当初の決定を変更すべき

新たな事情とは認められず、そのほかに同委員会の当初の決定を変更す

べき新たな事情は見当たらないことから、申立人が当該期間に係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることは

できない。 

 

 

 

 

  18 申立期間⑱について、当該期間のうち昭和 62 年から同年７月までの

期間に係る申立てについては、申立人がＲ社に入社２か月後から労働災

害のため欠勤しており、その後出社しておらず自ら会社に社会保険料を

支払った記憶は無いと供述していること、及び総務担当者が採用後３か

月間は社会保険に加入させず、長期欠勤者については、加入手続をせず、

社会保険料を徴収した記憶も無い旨証言していることから、既に年金記

録確認Ｓ地方第三者委員会の決定に基づく平成 21 年 10 月 29 日付け年

金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

   今回、申立人は申立ての期間の始期を昭和 61 年７月、終期を 62 年７

月とし、申立てに係る事業所をＱ社に変更した上で、新たな資料として

同社の商業登記簿謄本、新聞の求人広告及び同社の会社案内を提出して

いるが、これらの資料では申立人の当該期間における勤務実態及び保険

料の控除を確認することができない。 

   また、Ｑ社が加入していた健康保険組合及び厚生年金基金は、いずれ

も申立人の加入記録は確認できないと回答している上、申立人は、申立

 

 

  



                      

期間⑱にＸ市で国民健康保険に加入していることが確認できる。 

  これらは年金記録確認Ｓ地方第三者委員会の当初の決定を変更すべき

新たな事情とは認められず、そのほかに同委員会の当初の決定を変更す

べき新たな事情は見当たらないことから、申立人が当該期間に係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることは

できない。 

  

 

  19 申立期間⑲について、当該期間のうち昭和 62 年７月から 64 年までの

期間に係る申立てについてはＲ社における勤務期間の全てが被保険者期

間となっていないとして、当該期間のうち平成２年から同年３月８日ま

での期間に係る申立てについてはＹ社における勤務期間の全てが被保険

者期間となっていないとして申し立てていたが、Ｒ社については、雇用

保険の加入記録から申立人が同社に勤務していたことは認められるもの

の、申立人が入社２か月後から労働災害のため欠勤しており、その後出

社しておらず自ら会社に社会保険料を支払った記憶は無いと供述してい

ること、及び総務担当者が採用後３か月間は社会保険に加入させず、長

期欠勤者については、加入手続をせず、社会保険料を徴収した記憶も無

い旨証言していること、Ｙ社については、申立人が社会保険に未加入で

あることを承知していたと述べていること、及び同社は当該期間におい

て厚生年金保険の適用事業所となっていないことなどから既に年金記録

確認Ｓ地方第三者委員会の決定に基づく 21 年 10 月 29 日付け年金記録

の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

   今回、申立人は、申立ての期間を延長し、期間の終期を平成２年３月

８日とした上で、当該期間はＲ社のみに勤務していたとして、新たな資

料として同社の商業登記簿謄本及び当該期間に係る労働災害の資料を提

出しているが、これらの資料では申立人の当該期間における保険料の控

除を確認することができない。 

   また、申立人は、当該期間はＸ市で国民健康保険に加入していること

が確認できる。 

   これらは年金記録確認Ｓ地方第三者委員会の当初の決定を変更すべき

新たな事情とは認められず、そのほかに同委員会の当初の決定を変更す

べき新たな事情は見当たらないことから、申立人が当該期間に係る厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることは

できない。 

 

 

 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 8529（事案 643、4732、7182 及び 7997 の再申立

て） 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

 住 所 ：  

   

   

   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39 年 10 月１日から 40 年６月 22 日まで 

 私は、昭和 39 年２月から 42 年３月まで継続してＡ社に勤務していた

が、厚生年金保険の記録では、申立期間が被保険者期間となっていない

ため、これまで４回申立てをしたが認められなかった。 

 今回は、新たな資料は無いが、新たに姓のみ記憶している当時の同僚

１名と、前回までに挙げた 11 名の同僚の名前を挙げるので、再度、調

査してほしい。 

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間に係る申立てについては、複数の同僚に照会したものの、申立

人の当該期間における勤務実態及び保険料控除について確認できる具体的

な供述を得ることはできず、そのほかに申立てに係る事実を確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらないとして、既に年金記録確認Ｂ地方第三

者委員会（当時）の決定に基づく平成 21 年３月９日付け年金記録の訂正

は必要でないとする通知が行われている。 

  また、その後３度にわたる申立人のＡ社に係る申立てについて、申立人

の主張及び新たに挙げた同僚は、年金記録確認Ｂ地方第三者委員会の当初

の決定を変更すべき新たな事情とは認められず、このほかに申立期間に係

る同委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、

平成 22 年 12 月 15 日付け、23 年 11 月２日付け及び 24 年９月 26 日付け

年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

  今回の申立てに当たり、新たに申立人が名前を挙げた同僚を含め、複数

の同僚に照会したものの、申立人の申立期間における勤務実態及び保険料

 

 

  



                      

控除について確認できる具体的な供述を得ることはできなかったことから、

これらは年金記録確認Ｂ地方第三者委員会の当初の決定を変更すべき新た

な事情とは認めらない。 

  このほか、申立期間について、年金記録確認Ｂ地方第三者委員会の当初

の決定を変更すべき新たな事情は見当たらないことから、申立人が厚生年

金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 8530 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 11 年生 

 住 所 ：  

   

   

   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 49 年８月 13 日から 51 年８月 13 日まで 

           ② 昭和 58 年１月 20 日から同年６月 30 日まで 

  私は、申立期間①はＡ社、申立期間②はＢ社に勤務していたが、オン

ライン記録によると、申立期間が厚生年金保険の被保険者期間となって

いない。 

  調査の上、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほし

い。 

  

  

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、雇用保険の被保険者記録から、当該期間におい

て、申立人がＡ社に勤務していたことが確認できる。 

 しかしながら、Ａ社における複数の同僚に照会したものの、申立人の

申立期間①に係る厚生年金保険料の控除をうかがえる供述を得ることが

できなかった上、同社は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなって

おり、当時の事業主は死亡しているため、申立人の当該期間に係る厚生

年金保険料の控除について確認することができない。 

 また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票には、申立人の

氏名は確認できず、健康保険の整理番号に欠番も無い。 

 さらに、オンライン記録において、申立人は申立期間①を含む昭和 49

年６月から 53 年３月までは、国民年金保険料の申請免除期間であること

が確認できる。 

 申立期間②について、雇用保険の被保険者記録から、当該期間におい

て、申立人がＢ社に勤務していたことが確認できる。 

 しかしながら、Ｂ社における複数の同僚に照会したものの、申立人の

  

  

  

  

  

  



                      

申立期間②に係る厚生年金保険料の控除をうかがえる供述を得ることが

できなかった上、同社は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなって

おり、当時の事業主の供述も得られなかったため、申立人の当該期間に

係る厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

 また、Ｂ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申立人の

氏名は確認できず、健康保険の整理番号に欠番も無い。 

 さらに、オンライン記録において、申立人は申立期間②を含む昭和 57

年１月から 58 年 10 月までは、国民年金保険料を現年度納付しているこ

とが確認できる。 

 このほか、申立人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主に

より給与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料を所

持していない上、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除をう

かがえる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断する

と、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 

  

  

  

  

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 8531 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住 所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 31 年７月 21 日から 32 年４月頃まで 

 私は、Ａ社に、昭和 30 年２月頃入社し、２年３か月間は勤務した。

入社当初は健康保険も無く、厚生年金保険にも加入していなかったと思

うが、同社の寮で、近所の夏祭りと正月を、いずれも２回経験したこと

を覚えており、32 年４月頃まで勤務していたので、申立期間も厚生年

金保険の被保険者期間となっているはずである。 

 調査の上、申立期間を被保険者期間として認めてほしい。 

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間もＡ社に勤務していたと主張している。 

  しかし、Ａ社は、当時の資料を保管していないと回答している上、申立

人が氏名を記憶している上司で、申立人が住んでいた社員寮の寮長でもあ

る者は既に死亡し、一緒に寮に住んでいた当該上司の妻も、「申立期間当

時、寮には大勢の従業員が住んでおり、申立人がいつまで寮にいたかは覚

えていない。」と述べていることから、申立人の申立期間における勤務実

態について確認することができない。 

  また、複数の同僚に照会したものの、申立人の申立期間における勤務実

態をうかがえる供述を得ることができなかった。 

  さらに、申立人がＡ社に同時期に入社したと記憶する３人の同僚の姓は、

同社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿に無い。 

  加えて、上記被保険者名簿及び申立人の厚生年金保険被保険者台帳の記

録が訂正された形跡は無い上、いずれの資格喪失日も、オンライン記録と

一致している。 

  このほか、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給

 

 

 

 

 

  



                      

与から控除されていたことを確認できる給与明細書等の資料を所持してお

らず、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

 これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

  

  



                      

関東神奈川厚生年金 事案 8532 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和７年生 

 住 所 ：  

   

   

   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 24 年９月頃から 26 年８月頃まで 

          ② 昭和 37 年 11 月頃から 38 年４月頃まで 

 申立期間①について、私は、Ａ地区の同じビルにあったＢ店とＣ店で

働いていた。また、申立期間②について、Ｄ地区にあったＥ店でＦ職と

して働いていた。健康保険に入っていたという記憶もあるので、申立期

間を厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

   

   

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間①について、申立人の具体的な記憶から、期間は特定できない

ものの、申立人がＢ店及びＣ店に勤務していたことはうかがえる。 

   しかし、申立人は、Ｂ店及びＣ店の経営者は同じで、一つの会社の別店

舗だったと述べているところ、会社名を覚えていないため、オンライン記

録において、事業所を検索することができない。また、同じくＢ店につい

ても正式名称が不明であるため検索することができず、Ｃ店については厚

生年金保険の適用事業所としての記録は見当たらない。 

   また、申立人は、事業主の氏名についても覚えておらず、商業登記の記

録も確認できないことから、事業主照会が行えず、申立期間①当時の申立

人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

   さらに、申立人のことを記憶しているとする同僚からも申立人の厚生年

金保険に係る供述は得られない上、当該同僚には、厚生年金保険の加入記

録が無い。 

   加えて、申立人は、申立期間①における厚生年金保険料の控除について

確認できる給与明細書等の資料を所持していない。 

   申立期間②について、申立人の具体的な記憶から、期間は特定できない

  



                      

ものの、申立人がＥ店に勤務していたことはうかがえる。 

  しかし、申立人は、Ｅ店を経営する事業所の正式名称を覚えていないた

め、オンライン記録において、事業所を検索することができず、同店につ

いても厚生年金保険の適用事業所としての記録は見当たらない。 

  また、Ｅ店の事業主の氏名についても覚えておらず、商業登記の記録も

確認できないことから、事業主照会が行えず、申立期間②当時の申立人の

勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認することができない。 

  さらに、同僚の氏名については姓しか記憶しておらず、特定することが

できないため、同僚照会が行えない。 

  加えて、申立人は、申立期間②における厚生年金保険料の控除について

確認できる給与明細書等の資料を所持していない。 

  これらの事実を総合的に判断すると、申立人が、厚生年金保険被保険者

として申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことを認めることはできない。

 

 

 

 

 

 

  




